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１．基本方針策定の目的及び位置づけ 

 

本市のまちづくりの方向性と進むべき目標を定めた「第 5次高石市総合計画」及

び、急速な少子高齢化の進展に対応し、人口減少に歯止めをかける基本目標を掲

げた「高石市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における施策を着実に実行していくた

め、安定的な行財政運営を維持するための基本的な方針として策定するもので

す。すべての事務事業について、さらなる改善を進め効率化を図り、行財政改革を

徹底し、健全で安定的な財政運営を図るため、本市の保有する基金及び財政健全

化法に基づく健全化判断比率等の指標に注視した方針となっています。 

この基本方針の考え方については、基本的事項であることから、大きな社会情

勢の変化などがなければ、原則として継続していくものとしますが、財政運営に大

きな影響などがあると判断される場合には、必要に応じて見直すものとします。 

 

２．市財政の現状 

 

（１）基金残高の推移 

 財政調整基金については、災害や経済事情の変動等により財源が不足する場合

や、市債の償還に要する財源に充てるなど財政の健全な運営を行うためなどに活用

するもので、1次から 5次にわたる高石市財政健全化計画案により行財政改革に取

り組んできた結果、令和 5年度末残高は標準財政規模の約 23％である約 34億円と

なっています。 
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（２）地方債残高の推移 

 地方債残高については、平成 25年度に土地開発公社の解散に向けた第三セクタ

ー等改革推進債を約 50億円発行したことや、大規模事業にかかる地方債発行が集

中したこと等により、平成 26年度にピークを迎えましたが、その後は地方債発行額

が元金償還金を下回ったことや、償還終了等により、減少傾向にあります。 

 

 

（３）健全化判断比率等の推移 

 ①実質公債費比率 

  実質公債費比率は、地方公共団体の借入金返済額の大きさを、その地方公共団

体の財政規模に対する割合で表しています。実質公債費比率には、本市だけではな

く、本市の加入する一部事務組合等も算定の対象となっています。 

第三セクター等改革推進債や大規模事業にかかる地方債発行等で、平成 27年度

に単年度でピークを迎えたこと等により、平成 29年度にピークを迎えましたが、その

後は一部事務組合を含めた公債費の減少等により、減少傾向にあります。 
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 ②将来負担比率 

  将来負担比率は、地方公共団体の借入金など現在抱えている負債の大きさを、

その地方公共団体の財政規模に対する割合で表しています。将来負担比率は、実質

公債費比率の算定対象団体だけでなく、第三セクター等も算定の対象となっていま

す。 

健全化法が施行された平成 19年度以降、なだらかではありますが減少傾向にあ

ります。一部事務組合を含めた公債費の減少、土地開発公社の解散、基金の増加等

により改善が進んでいます。 

 

 
 

 ③経常収支比率 

  経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を表しており、人件費、扶

助費、公債費などの経常的な経費の、地方税、地方交付税、地方譲与税などの経常

的な収入に対する割合です。 

  市税収入や地方交付税の減少等により、平成 28年度及び平成 29年度は 100％

を超えましたが、それ以降は超えていません。 
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（４）今後の収支見通し（普通会計） 

 本市の財政状況については、市税収入の伸び悩みが懸念されるなか、少子高齢化

の進展による社会保障関係費の増加に加え、物価高騰や公共施設等の老朽化対策

など様々な行政課題があります。引き続き厳しい財政状況となることが見込まれます

が、今後の収支見通しについては、以下のとおり見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円・％）

R6 R7 R8 R9 R10

10,187,000 10,451,000 10,536,000 10,477,000 10,577,000

2,871,742 2,850,544 2,793,528 2,828,615 2,760,634

9,212,676 9,691,101 8,840,633 8,685,667 7,969,434

1,742,556 2,630,704 2,734,020 1,736,233 721,964

3,867,371 2,956,073 2,885,571 2,984,866 2,872,433

27,881,344 28,579,422 27,789,753 26,712,381 24,901,465

3,348,174 3,386,403 3,604,090 3,408,443 3,578,737

8,647,314 8,537,906 8,608,060 8,674,878 8,739,255

2,901,888 2,998,727 3,034,922 3,070,619 3,066,210

2,477,916 2,513,788 2,550,879 2,589,218 2,628,839

3,966,501 5,505,567 4,732,544 3,552,243 1,464,918

6,525,197 6,512,735 6,614,114 6,390,744 6,310,024

27,866,990 29,455,127 29,144,608 27,686,146 25,787,982

14,354 ▲ 875,704 ▲ 1,354,855 ▲ 973,764 ▲ 886,517

3,406,579 2,564,378 1,243,026 302,765 0

31,376,046 31,199,651 31,109,426 30,007,408 27,904,324

9.2 8.3 7.9 7.7 7.8

77.6 95.6 113.8 119.0 108.6

94.4 96.3 98.3 97.0 97.6

地 方 交 付 税

区　　　分

地 方 税歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

そ の 他

扶 助 費

合 計

地 方 債

投 資 的 経 費

歳
　
　
　
　
　
　
　
出

人 件 費

繰 出 金

公 債 費

将 来 負 担 比 率

国 ・ 府 支 出 金

実 質 収 支

財 政 調 整 基 金 残 高

地 方 債 残 高

経 常 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

合 計

そ の 他



5 

 

３．財政運営基本方針 

市財政の現状を踏まえ、以下のとおり方針を策定します。 

 

（１）基金の積立方針 

 ①財政調整基金 

【方針】 35億円以上 

  災害や経済事情の変動など、不足の事態での財源不足への対応や、市債償還な

どに活用するため、標準財政規模の 20％から 30％程度が、安定的な財政運営を維

持できることから、弾力的な予算編成が可能な残高の確保を目指します。 

 

 ②その他の基金 

 【方針】 個別の基金の設置目的に応じて、今後も活用を図ります。活用目的や設

置目的の薄れている基金については、活用後に廃止等を検討します。 

 

（２）財政健全化指標等の方針 

 ①実質公債費比率 

 【方針】 10％以下 

  実質的な公債費負担の標準財政規模に対する割合で、令和 4年度の全国類似

団体の平均は 5.8％です。本市は、土地開発公社解散のための第三セクター等改革

推進債発行などにより、令和 5年度は 10.3％と高い数値となっています。今後も継続

事業の実施等により地方債の発行を予定しておりますが、プライマリーバランスを考

慮しつつ、地方債残高を減少させていきます。 

 

 ②将来負担比率 

 【方針】 50％以下 

  市債残高など、将来にわたる財政負担の標準財政規模に対する割合で、令和 4

年度の全国類似団体の平均は 4.6％です。本市は、実質公債費比率と同様、土地開

発公社解散のための第三セクター等改革推進債発行などにより、令和 5年度は

75.2％と高い数値となっています。今後も継続事業の実施等により地方債の発行を

予定しておりますが、プライマリーバランスを考慮しつつ、地方債残高を減少させると

ともに、必要な基金残高の維持に努めます。 
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 ③経常収支比率 

【方針】 大阪府内市町村（政令市除く）平均以下 

 財政の弾力性を示す指標で、比率が高いほど財政の硬直化が進んでいることに

なります。令和 4年度の全国類似団体の平均は 92.1％で、大阪府内市町村（政令市

除く）の平均は 94.5％です。大阪府内市町村（政令市除く）平均を下回っていますが、

全国類似団体平均より高い数値となっています。過去の地方債の償還による公債費

の高止まりや、扶助費等の社会保障関係費の増加、施設の老朽化対策など、今後も

発生する経費が見込まれることから、急激な改善は困難ではありますが、財政に弾

力性をもたせるよう努めます。 

 

 

４．方針に基づく取組 

 

  財政運営基本方針に基づき、以下のとおり取り組みます。 

 

（１）地方債残高の減少 

 地方債残高を減少させるため、次の 3点を原則とします。 

 ①プライマリーバランス（償還利子含む）の黒字維持 

 ②償還元金－地方債発行額≧10億 

 ③償還元金－正味地方債発行額（※）≧20億 

 

（※）正味地方債発行額とは、地方債発行額から、後年度、元利償還金に対して交

付税措置される地方債発行額を除いたもので、実質的な市の借金です。 

 

（２）スクラップ・アンド・ビルドによる財源確保 

 新規事業の実施や既存事業の拡充にあたっては、市民ニーズをはじめとした事業

の必要性や財政負担、費用対効果などを十分に検証したうえで、増加する一般財源

については、原則、スクラップ・アンド・ビルドにて財源確保を行います。 

 

（３）自主財源の確保 

 歳出抑制はもとより、今後の厳しい財政状況から一層の財源確保が必要となること

から、財政の弾力性を確保するため、遊休地の利活用や売却、ふるさと納税や企業

版ふるさと納税の積極的な確保、資金の運用等により、自主財源の確保に取り組ん

でいきます。 


